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１ 【臨時報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、2025年９月16日付で、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

２項第２号の２の規定に基づき、当社取締役（業務執行取締役。以下同じ）、取締役を兼務しない執行役員及び部門

長級幹部社員に対し、業績条件付き株式報酬型ストックオプションとして発行する第14回（Ａ）業績条件付き中期新

株予約権及び第14回（Ｂ）業績条件付き長期新株予約権（以下、総称して「本新株予約権」という。）に関する臨時

報告書を提出し、また、金融商品取引法第24条の５第５項の規定に基づき、2025年10月14日付で臨時報告書の訂正報

告書を提出しておりますが、2026年９月16日開催の当社取締役会において、本新株予約権（同日時点で当社取締役が

保有する本新株予約権を除く。）の行使条件を変更することを決議いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第

５項の規定に基づき臨時報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 
２ 【訂正事項】

Ⅰ．第14回（Ａ）業績条件付き中期新株予約権

(8) 新株予約権の行使の条件

 
Ⅱ．第14回（Ｂ）業績条件付き長期新株予約権

(8) 新株予約権の行使の条件

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

Ⅰ．第14回（Ａ）業績条件付き中期新株予約権

（訂正前）

(8) 新株予約権の行使の条件

①　＜省略＞

②　上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てられ

た本新株予約権の数に割当日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合（但し、100％を上限とす

る。）を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとする。但し、割当日から行使日

までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するものとする。

③　新株予約権者は、2031年10月10日の経過前に当社の取締役、執行役員又は部門長級幹部社員のいずれの地位

（以下、「権利行使資格」という。）を喪失した場合には、本新株予約権を行使できないものとする。但

し、権利行使資格の喪失について、定年退職その他正当な理由があると取締役会が認めた場合には、割り当

てられた新株予約権に、権利行使資格を喪失した日における上記①に基づく行使可能割合又は割当日から権

利行使資格を喪失した日までの日数を対象期間の日数で除した割合のいずれか小さい割合を乗じた数を上限

として、本新株予約権を行使できるものとする。なお、割当日時点において取締役である者については、取

締役及び役付執行役員のいずれの地位をも喪失した場合には、当該地位を喪失した日の翌日から10日を経過

するまでの期間に限り、新株予約権を行使できる。

＜省略＞

 
（訂正後）

(8) 新株予約権の行使の条件

本新株予約権の行使条件に関し、当社は、2026年９月16日開催の取締役会において、本新株予約権のうち、同

日現在、当社取締役が保有するものを除く本新株予約権（以下「変更対象新株予約権」という。）について、下

記②及び③の内容を変更することを決議した。また、変更対象新株予約権以外の本新株予約権を以下「変更対象

外新株予約権」という。なお、変更後の行使条件は、下記②及び③の各「（変更対象新株予約権について）」に

記載のとおりである。
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①　＜省略＞

②　（変更対象新株予約権について）

上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てられ

た本新株予約権の数に2025年４月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合（但し、100％を

上限とする。）を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとする。但し、2025年４

月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するものとする。

　　（変更対象外新株予約権について）

上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てられ

た本新株予約権の数に割当日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合（但し、100％を上限とす

る。）を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとする。但し、割当日から行使日

までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するものとする。

③　（変更対象新株予約権について）

新株予約権者は、2031年10月10日の経過前に当社の取締役、執行役員又は部門長級幹部社員のいずれの地位

（以下、「権利行使資格」という。）を喪失した場合には、本新株予約権を行使できないものとする。但

し、権利行使資格の喪失について、定年退職その他正当な理由があると取締役会が認めた場合には、割り当

てられた新株予約権に、2028年３月期終了時における上記①に基づく行使可能割合又は2025年４月１日以降

に当社の取締役、執行役員又は部門長級幹部社員のいずれの地位に在籍した日から権利行使資格を喪失した

日までの日数を対象期間の日数で除した割合のいずれか小さい割合を乗じた数を上限として、本新株予約権

を行使できるものとする。なお、割当日時点において取締役である者については、取締役及び役付執行役員

のいずれの地位をも喪失した場合には、当該地位を喪失した日の翌日から10日を経過するまでの期間に限

り、新株予約権を行使できる。

　　（変更対象外新株予約権について）

新株予約権者は、2031年10月10日の経過前に当社の取締役、執行役員又は部門長級幹部社員のいずれの地位

（以下、「権利行使資格」という。）を喪失した場合には、本新株予約権を行使できないものとする。但

し、権利行使資格の喪失について、定年退職その他正当な理由があると取締役会が認めた場合には、割り当

てられた新株予約権に、権利行使資格を喪失した日における上記①に基づく行使可能割合又は割当日から権

利行使資格を喪失した日までの日数を対象期間の日数で除した割合のいずれか小さい割合を乗じた数を上限

として、本新株予約権を行使できるものとする。なお、割当日時点において取締役である者については、取

締役及び役付執行役員のいずれの地位をも喪失した場合には、当該地位を喪失した日の翌日から10日を経過

するまでの期間に限り、新株予約権を行使できる。

＜省略＞

 
Ⅱ．第14回（Ｂ）業績条件付き長期新株予約権

（訂正前）

(8) 新株予約権の行使の条件

①　＜省略＞

②　上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てられ

た本新株予約権の数に割当日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合（但し、100％を上限とす

る。）を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとする。但し、割当日から行使日

までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するものとする。

③　新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位（以下、「権利行使資格」という。）を喪失し

た日の翌日から10日を経過するまでの期間に限り、権利行使資格を喪失した日における上記①に基づく行使

可能割合又は割当日から権利行使資格を喪失した日までの日数を対象期間の日数で除した割合のいずれか小

さい割合を乗じた数を上限として、本新株予約権を行使できるものとする。
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（訂正後）

(8) 新株予約権の行使の条件

本新株予約権の行使条件に関し、当社は、2026年９月16日開催の取締役会において、本新株予約権のうち、同

日現在、当社取締役が保有するものを除く本新株予約権（以下「変更対象新株予約権」という。）について、下

記②及び③の内容を変更することを決議した。また、変更対象新株予約権以外の本新株予約権を以下「変更対象

外新株予約権」という。なお、変更後の行使条件は、下記②及び③の各「（変更対象新株予約権について）」に

記載のとおりである。

①　＜省略＞

②　（変更対象新株予約権について）

上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てられ

た本新株予約権の数に2025年４月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合（但し、100％を

上限とする。）を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとする。但し、2025年４

月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するものとする。

　　（変更対象外新株予約権について）

上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てられ

た本新株予約権の数に割当日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合（但し、100％を上限とす

る。）を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとする。但し、割当日から行使日

までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するものとする。

③　（変更対象新株予約権について）

新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位（以下、「権利行使資格」という。）を喪失し

た日の翌日から10日を経過するまでの期間に限り、2028年３月期終了時における上記①に基づく行使可能割

合又は2025年４月１日以降に当社の取締役又は執行役員のいずれの地位に在籍した日から権利行使資格を喪

失した日までの日数を対象期間の日数で除した割合のいずれか小さい割合を乗じた数を上限として、本新株

予約権を行使できるものとする。

　　（変更対象外新株予約権について）

新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位（以下、「権利行使資格」という。）を喪失し

た日の翌日から10日を経過するまでの期間に限り、権利行使資格を喪失した日における上記①に基づく行使

可能割合又は割当日から権利行使資格を喪失した日までの日数を対象期間の日数で除した割合のいずれか小

さい割合を乗じた数を上限として、本新株予約権を行使できるものとする。

＜省略＞

 
以　上
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